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国　税／�7月分源泉所得税の納付� 8月10日

国　税／�6月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 8月31日

国　税／�12月決算法人の中間申告� 8月31日

国　税／�9月、12月、3月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 8月31日

国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告�8月31日

地方税／個人事業税第1期分の納付

� 都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日

8 2015（平成27年）

特定空家を固定資産税の軽減対象から除外　居住用家屋の土地に対しては、空家で
あっても固定資産税を軽減する措置がありましたが、平成27年度税制改正により、火災
や倒壊の危険・不衛生等の状態にある空家で、本年５月26日以後に市区町村長から勧告
された空家については、軽減対象から除外されます。

ワン
ポイント

◆  8 月 の 税 務 と 労 務 8月 （葉月）AUGUST
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８月号─2

　

平
成
二
十
七
年
十
二
月
よ
り
、
労

働
者
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
を
未

然
に
防
止
す
る
た
め
ス
ト
レ
ス
チ
ェ

ッ
ク
制
度
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。

　

会
社
は
、
医
師
等
に
よ
る
心
理
的

な
負
担
の
程
度
を
把
握
す
る
た
め
の

検
査
（
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
）
及
び

そ
の
結
果
に
基
づ
く
医
師
に
よ
る
面

接
指
導
等
を
行
う
こ
と
と
な
り
ま
す
。

一
　
対
象
事
業
場

　

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
制
度
の
実
施

を
義
務
付
け
ら
れ
る
の
は
、
常
時
使

用
す
る
労
働
者
数
が
五
十
人
以
上
の

事
業
場
で
す
。
五
十
人
未
満
の
小
規

模
事
業
場
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間

は
努
力
義
務
（
行
う
よ
う
に
努
め
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
）
と
さ
れ
て
い
ま

す
。

　

複
数
の
事
業
場
が
あ
る
会
社
の
場

合
、「
五
十
人
」
は
全
社
の
従
業
員

数
で
は
な
く
、
各
事
業
場
の
人
数
に

よ
り
対
象
と
な
る
か
否
か
を
判
断
し

ま
す
。

二
　
体
制

①
　
実
施
者

　

事
業
者
は
医
師
、
保
健
師
、
一
定

の
研
修
を
受
け
た
看
護
師
、
精
神
保

健
福
祉
士
の
中
か
ら
ス
ト
レ
ス
チ
ェ

ッ
ク
の
実
施
者
を
選
定
し
ま
す
。

　

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
は
事
業
場
の

産
業
医
等
が
実
施
す
る
こ
と
が
望
ま

し
く
、
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
実
施

の
全
部
を
外
部
に
委
託
す
る
場
合
も
、

産
業
医
等
が
共
同
実
施
者
と
な
り
、

中
心
的
役
割
を
果
た
す
こ
と
が
望
ま

し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

②
　
実
施
事
務
従
事
者

　

解
雇
、
昇
進
又
は
異
動
に
関
し
て

直
接
の
権
限
を
持
つ
監
督
的
地
位
に

あ
る
者（
人
事
権
の
あ
る
者
）は
、「
労

働
者
の
健
康
情
報
を
取
扱
う
事
務
」

に
従
事
し
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

【
人
事
権
の
あ
る
者
が
従
事
で
き
な
い

事
務
の
例
】

・　

労
働
者
が
記
入
し
た
調
査
票
を

回
収
※
、
内
容
確
認
、
デ
ー
タ
入

力
、
評
価
点
数
の
算
出
等
の
健
康

情
報
を
取
扱
う
事
務
。

・　

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
結
果
の
労

働
者
へ
の
通
知
※
の
事
務
。

・　

面
接
指
導
を
受
け
る
必
要
が
あ

る
と
実
施
者
が
認
め
た
者
に
対
す

る
面
接
指
導
の
申
出
の
勧
奨
。

※　

封
筒
に
封
入
さ
れ
て
い
る
等
、

内
容
を
把
握
で
き
な
い
状
態
に
な

っ
て
い
る
も
の
を
回
収
又
は
通
知

す
る
事
務
は
実
施
可
。

【
人
事
権
の
あ
る
者
も
従
事
で
き
る
事

務
の
例
】

・　

実
施
計
画
の
策
定
。

・　

実
施
日
時
や
実
施
場
所
等
に
関

す
る
実
施
者
と
の
連
絡
調
整
。

・　

外
部
機
関
に
委
託
す
る
場
合
の

外
部
機
関
と
の
契
約
等
に
関
す
る

連
絡
調
整
。

・　

実
施
計
画
や
実
施
日
時
等
に
関

す
る
労
働
者
へ
の
通
知
。

・　

調
査
票
の
配
布
。

・　

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
を
受
け
て

い
な
い
労
働
者
に
対
す
る
受
検
の

勧
奨
。

三
　
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
受
検

①
　
受
検
の
勧
奨

　

労
働
者
は
、
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク

の
受
検
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
わ

け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
本

制
度
を
効
果
的
な
も
の
と
す
る
た
め

に
も
、
全
て
の
労
働
者
が
ス
ト
レ
ス

チ
ェ
ッ
ク
を
受
検
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

会
社
は
、
実
施
者
か
ら
ス
ト
レ
ス

チ
ェ
ッ
ク
を
受
け
た
労
働
者
の
リ
ス

ト
を
入
手
す
る
等
の
方
法
に
よ
り
、

労
働
者
の
受
検
の
有
無
を
把
握
し
、

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
を
受
け
て
い
な

い
労
働
者
に
対
し
て
、
ス
ト
レ
ス
チ

ェ
ッ
ク
の
受
検
を
勧
奨
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

②
　
対
象
者

　

次
の
両
要
件
を
満
た
す
者
（
一
般

の
定
期
健
康
診
断
の
対
象
者
と
同
様
）

に
対
し
、
実
施
し
ま
す
。

イ　

期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約

に
よ
り
使
用
さ
れ
る
者
（
期
間
の

定
め
の
あ
る
労
働
契
約
に
よ
り
使

用
さ
れ
る
者
で
あ
っ
て
、
そ
の
契

約
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
者
等

を
含
む
）。

ロ　

そ
の
者
の
一
週
間
の
労
働
時
間

数
が
、
そ
の
事
業
場
に
お
い
て
同

種
の
業
務
に
従
事
す
る
通
常
の
労

働
者
の
一
週
間
の
所
定
労
働
時
間

数
の
四
分
の
三
以
上
。

　

な
お
、
両
要
件
を
満
た
さ
な
い
場

合
で
あ
っ
て
も
、
イ
を
満
た
し
、
一

週
間
の
労
働
時
間
数
が
同
種
の
業
務

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
制
度

（
労
働
安
全
衛
生
法
）
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に
従
事
す
る
労
働
者
の
一
週
間
の
所

定
労
働
時
間
数
の
お
お
む
ね
二
分
の

一
以
上
で
あ
る
者
に
対
し
て
は
、
実

施
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て

い
ま
す
。

③
　
不
利
益
取
扱
の
禁
止

　

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
を
受
検
す
べ

き
こ
と
を
就
業
規
則
に
規
定
し
、
受

検
し
な
か
っ
た
こ
と
を
も
っ
て
懲
戒

処
分
の
対
象
と
す
る
こ
と
は
、
受
検

の
強
要
や
受
検
し
な
い
労
働
者
に
対

す
る
不
利
益
取
扱
い
に
当
た
る
行
為

で
あ
り
、
行
っ
て
は
い
け
ま
せ
ん
。

④
　
実
施
の
頻
度
・
項
目

　

一
年
以
内
ご
と
に
一
回
（
初
回
の
ス

ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
は
、
平
成
二
十
八

年
十
一
月
末
日
ま
で
に
実
施
す
る
こ

と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
結
果
通
知
や

面
接
指
導
は
こ
の
日
ま
で
に
実
施
し

て
い
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
）、
次

の
項
目
を
定
期
的
に
検
査
し
ま
す
。

・　

職
場
に
お
け
る
労
働
者
の
心
理

的
な
負
担
の
原
因

・　

労
働
者
の
心
理
的
な
負
担
に
よ

る
心
身
の
自
覚
症
状

・　

職
場
に
お
け
る
他
の
労
働
者
に

よ
る
そ
の
労
働
者
へ
の
支
援

　

ま
た
、
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
を
一

般
の
定
期
健
康
診
断
と
同
時
に
実
施

す
る
場
合
は
、
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク

を
受
け
る
義
務
は
な
い
こ
と
、
検
査

結
果
は
本
人
に
通
知
し
、
本
人
の
同

意
な
く
会
社
に
通
知
で
き
な
い
こ
と

（
後
述
）
な
ど
、
受
検
者
が
一
般
定
期

健
康
診
断
と
の
違
い
を
認
識
で
き
る

よ
う
に
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑤
　
費
用

　

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
及
び
面
接
指

導
は
、
労
働
安
全
衛
生
法
で
会
社
の

実
施
義
務
が
規
定
さ
れ
た
も
の
で
あ

り
、
そ
の
費
用
は
会
社
が
負
担
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑥
　
実
施
時
間
中
の
賃
金

　

賃
金
支
払
い
の
義
務
は
あ
り
ま
せ

ん
が
、
労
働
者
の
健
康
確
保
が
事
業

の
円
滑
な
運
営
に
不
可
欠
な
条
件
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
支
払
う
こ
と
が
望

ま
し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑦
　
労
働
者
指
定
医
に
よ
る
受
検

　

健
康
診
断
と
異
な
り
、
労
働
者
が

指
定
し
た
医
師
の
検
査
を
受
け
る
こ

と
は
規
定
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
会

社
が
指
定
し
た
実
施
者
以
外
で
受
検

し
た
場
合
は
、
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク

を
受
け
た
こ
と
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

四
　
実
施
の
流
れ

①
　
制
度
導
入
前
の
準
備

　

会
社
は
、
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
を

円
滑
に
実
施
す
る
体
制
の
整
備
、
個

人
情
報
保
護
等
の
対
応
に
つ
い
て
労

働
者
に
十
分
な
説
明
を
し
、
方
針
等

に
つ
い
て
表
明
し
ま
す
。

　

事
業
場
内
の
衛
生
委
員
会
で
は
、

実
施
体
制
、
実
施
方
法
等
を
審
議
・

決
定
し
、
社
内
規
程
を
定
め
ま
す
。

②
　
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク

　

調
査
票
に
労
働
者
自
ら
記
入
又
は

入
力
し
て
も
ら
う
方
法
で
行
う
こ
と

が
基
本
。
調
査
票
は
、
実
施
者
の
提

案
や
助
言
、
衛
生
委
員
会
の
調
査
審

議
を
経
て
、
会
社
が
決
定
し
ま
す
。

　

厚
生
労
働
省
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ
イ
ト
で
は
、

「
職
業
性
ス
ト
レ
ス
簡
易
調
査
票
」

や
そ
の
短
縮
版
が
公
開
さ
れ
て
い
ま

す
の
で
、
項
目
決
定
の
際
に
参
考
に

す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

③
　
結
果
の
通
知

　

実
施
者
は
、
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク

結
果
を
労
働
者
に
直
接
通
知
（
ま
た

は
内
容
を
見
ら
れ
な
い
形
で
封
を
し
、

会
社
を
通
じ
て
配
布
も
可
）し
ま
す
。

労
働
者
の
同
意
が
得
ら
れ
て
い
な
い

場
合
、
実
施
者
は
、
労
働
者
の
検
査

結
果
を
会
社
に
提
供
し
て
は
な
ら
な

い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
本
人
の
同
意
に
基
づ
き
会

社
に
提
供
さ
れ
た
検
査
結
果
は
、
五

年
間
の
保
存
義
務
が
あ
り
ま
す
。

④
　
面
接
指
導

　

検
査
の
結
果
、
心
理
的
な
負
担
の

程
度
が
高
い
者
で
あ
っ
て
、
面
接
指

導
を
受
け
る
必
要
が
あ
る
と
医
師
等

が
認
め
た
労
働
者
か
ら
申
出
が
あ
っ

た
と
き
は
、会
社
は
、遅
滞
な
く
（
お

お
む
ね
一
か
月
以
内
）、
医
師
に
よ

る
面
接
指
導
を
行
い
ま
す
。

⑤
　
意
見
聴
取
と
事
後
措
置

　

面
接
指
導
が
行
わ
れ
た
後
、
会
社

は
、
医
師
か
ら
意
見
聴
取
を
行
い
ま

す
。
医
師
の
意
見
を
勘
案
し
、
労
働

者
の
実
情
を
考
慮
し
て
、
就
業
場
所

の
変
更
、
作
業
の
転
換
、
労
働
時
間

の
短
縮
、
深
夜
業
の
回
数
の
減
少
等

の
適
切
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

⑥
　
集
計
・
分
析

　

会
社
は
、
検
査
を
行
っ
た
実
施
者

に
、
一
定
規
模
の
集
団
（
部
、
課
な

ど
）ご
と
に
検
査
結
果
を
集
計
さ
せ
、

そ
の
結
果
に
つ
い
て
分
析
さ
せ
る
よ

う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
制
度
に
つ
い

て
は
、
厚
生
労
働
省
が
運
営
す
る
ポ

ー
タ
ル
サ
イ
ト「
こ
こ
ろ
の
耳
」に
、

実
施
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
相
談
機
関
な
ど

様
々
な
情
報
が
公
開
さ
れ
て
い
ま
す

の
で
、
ご
活
用
く
だ
さ
い
。
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　「職場意識改善助成金」は、労働時間や
年次有給休暇などに関し、労働者の生活と
健康に配慮するとともに多様な働き方に対
応して、より良いものにしていこうとする
中小事業主に支給されます。
　次の３つのコースがあります。
１　職場環境改善コース
　所定外労働時間の削減や年次有給休暇の
取得促進に要した費用の一部を助成します。
　労働者への研修、外部専門家によるコン
サルティング、労働能率増進のための機器
等の導入費用などが対象で、成果目標（年次
有給休暇の年間平均取得日数を４日以上増
加、月間平均残業時間を５時間以上削減）の
達成状況に応じ、要した費用の1/2〜 3/4、
上限額は67万円〜100万円が支給されます。
　問い合わせ先は、都道府県労働局労働基
準部監督課または労働時間課です（申請は
平成27年10月15日まで）。

２　テレワークコース
　在宅またはサテライトオフィス（勤務者
の自宅近くに設置した事務所）における就
業の実施に要した費用の一部を助成します。
　テレワーク用通信機器の導入、クラウド
サービス使用料、労働者への研修などが対
象とされ、成果目標（評価期間に１回以上
のテレワーク実施等）達成時に支給される
のは、要した費用の3/4、上限額は労働者
１人あたり６万円、１企業あたり150万円
とされています。問い合わせ先は、厚生労
働省により設けられたテレワーク相談セン
ターです（申請は平成27年12月1日まで）。
３　所定労働時間短縮コース
　１週間の労働時間を44時間とすること
が認められている小規模の商業等において、
週所定労働時間の短縮（週の所定労働時間
を２時間以上短縮し、週40時間以下とす
る）の取り組みに要した費用の3/4、上限50
万円が支給されます。問い合わせ先は、都
道府県労働局労働基準部監督課または労働
時間課です（申請は平成27年12月15日まで）。

　傷病手当金または出産手当金を受けてい
る（または受ける条件を満たしていた）者
のうち、資格喪失日の前日（退職日）まで
引き続き１年以上健康保険の被保険者であ
った者は、資格喪失後も継続してそれらの
給付を受けることができます。
　受給できる期間は、傷病手当金は支給開
始日から１年６か月（退職後１年６か月で
はなく、在職中に受け始めた日から起算し
ます）、出産手当金は出産予定日以前42日
（多胎妊娠98日）から産後56日までの範
囲内です。
　なお、傷病手当金を受けている者が退職
後に老齢年金を受けるようになったときは、
老齢年金額の360分の1より傷病手当金
の額が少ないときに差額が支給され、上回
るときは傷病手当金が不支給とされます。
　健康保険の給付については、協会けんぽ
または健康保険組合にお問い合わせくださ
い。
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職場意識改善助成金の活用
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